
議案第１０２号

令 和 ５ 年 度

五所川原市下水道事業会計補正予算書



令和５年度五所川原市下水道事業会計補正予算（第３号）

　（総則）
第１条　令和５年度五所川原市下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）
第２条　令和５年度五所川原市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり
　補正する。

（　科 目　） （　既決予定額　） （　補正予定額　） （ 計 ）
収　　　　入

第１款　公共下水道事業収益
第２項

第４款　漁業集落排水事業収益
第２項

第５款　浄化槽設置整備事業収益
第１項

支　　　　出
第１款　公共下水道事業費用
第１項

第４款　漁業集落排水事業費用
第１項

第５款　浄化槽設置整備事業費用
第１項

６４２，７８６ 千円 １４６ 千円 ６４２，９３２ 千円
営 業 外 収 益 ２６４，６３４ 千円 １４６ 千円 ２６４，７８０ 千円

３３，７８７ 千円 ７００ 千円 ３４，４８７ 千円
営 業 外 収 益 ２６，０６６ 千円 ７００ 千円 ２６，７６６ 千円

４６，５００ 千円 △５，５４０ 千円 ４０，９６０ 千円
営 業 外 収 益 ４６，５００ 千円 △５，５４０ 千円 ４０，９６０ 千円

収 入 合 計 ８０９，０４０ 千円 △４，６９４ 千円 ８０４，３４６ 千円

８０２，７６７ 千円 ４，８５４ 千円 ８０７，６２１ 千円
営 業 費 用 ７４２，８２６ 千円 ４，８５４ 千円 ７４７，６８０ 千円

４３，４５８ 千円 ７００ 千円 ４４，１５８ 千円
営 業 費 用 ４１，２７１ 千円 ７００ 千円 ４１，９７１ 千円

４６，５００ 千円 △５，５４０ 千円 ４０，９６０ 千円
営 業 費 用 ４６，５００ 千円 △５，５４０ 千円 ４０，９６０ 千円

支 出 合 計 １，０１８，８１６ 千円 １４ 千円 １，０１８，８３０ 千円
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　（資本的収入及び支出）
第３条　予算第４条中「９２，０３４千円」を「８７，３２６千円」に、「７，７０３千円」を「７，６８４千円」に、「８４，３３１千円」
　を「７９，６４２千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（　科 目　） （　既決予定額　） （　補正予定額　） （ 計 ）
収　　　　入

第１款　公共下水道事業資本的収入
第２項

支　　　　出
第１款　公共下水道事業資本的支出
第１項

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第４条　予算第１０条に定めた経費の金額を次のように改める。

（　科 目　） （　既決予定額　） （　補正予定額　） （ 計　　　）
（１）

　（他会計からの補助金）
第５条　予算第１１条中「２６，３２３千円」を「２７，０２３千円」に、「６，５６６千円」を「７，２６６千円」に改める。

令和５年１２月１日提出

５５３，３３４ 千円 １７ 千円 ５５３，３５１ 千円
他 会 計 出 資 金 ３３３，９２８ 千円 １７ 千円 ３３３，９４５ 千円

収 入 合 計 ６４８，９６７ 千円 １７ 千円 ６４８，９８４ 千円

６４５，３６８ 千円 △４，６９１ 千円 ６４０，６７７ 千円
建 設 改 良 費 １８４，６４９ 千円 △４，６９１ 千円 １７９，９５８ 千円

支 出 合 計 ７４１，００１ 千円 △４，６９１ 千円 ７３６，３１０ 千円

職 員 給 与 費 ７７，０１５ 千円 △５，３７７ 千円 ７１，６３８ 千円

五所川原市長　　佐々木　孝　昌
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補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１

２

３

４

令和５年度五所川原市下水道事業会計補正予算実施計画

令和５年度五所川原市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

令 和 ５ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

令 和 ５ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 定 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　令和５年度五所川原市下水道事業会計補正予算実施計画

(収益的収入及び支出）
収 入

款 項 目 既決予定額 (千円） 補正予定額 (千円） 計　 (千円）

事 業 収 益 ８０９,０４０ △４,６９４ ８０４,３４６

1
公共下水道事業
収 益

６４２,７８６ １４６ ６４２,９３２

2 営 業 外 収 益 ２６４,６３４ １４６ ２６４,７８０

1 他 会 計 負 担 金 ５３,７６５ １４６ ５３,９１１

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 収 益

３３,７８７ ７００ ３４,４８７

2 営 業 外 収 益 ２６,０６６ ７００ ２６,７６６

1 他 会 計 補 助 金 ６,５６６ ７００ ７,２６６

5
浄化槽設置整備
事 業 収 益

４６,５００ △５,５４０ ４０,９６０

1 営 業 外 収 益 ４６,５００ △５,５４０ ４０,９６０

1 他 会 計 補 助 金 ４６,５００ △５,５４０ ４０,９６０
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支 出

款 項 目 既決予定額 (千円） 補正予定額 (千円） 計　 (千円）

事 業 費 用 １,０１８,８１６ １４ １,０１８,８３０

1
公共下水道事業
費 用

８０２,７６７ ４,８５４ ８０７,６２１

1 営 業 費 用 ７４２,８２６ ４,８５４ ７４７,６８０

3 総 係 費 ４８,０７７ ４,８５４ ５２,９３１

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 費 用

４３,４５８ ７００ ４４,１５８

1 営 業 費 用 ４１,２７１ ７００ ４１,９７１

2 処 理 場 費 １２,１４２ ７００ １２,８４２

5
浄化槽設置整備
事 業 費 用

４６,５００ △５,５４０ ４０,９６０

1 営 業 費 用 ４６,５００ △５,５４０ ４０,９６０

1 総 係 費 ４６,５００ △５,５４０ ４０,９６０
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(資本的収入及び支出）
収 入

支 出

款 項 目 既決予定額 (千円） 補正予定額 (千円） 計　 (千円）

資 本 的 収 入 ６４８,９６７ １７ ６４８,９８４

1
公共下水道事業
資 本 的 収 入

５５３,３３４ １７ ５５３,３５１

2 他 会 計 出 資 金 ３３３,９２８ １７ ３３３,９４５

1 他 会 計 出 資 金 ３３３,９２８ １７ ３３３,９４５

款 項 目 既決予定額 (千円） 補正予定額 (千円） 計　 (千円）

資 本 的 支 出 ７４１,００１ △４,６９１ ７３６,３１０

1
公共下水道事業
資 本 的 支 出

６４５,３６８ △４,６９１ ６４０,６７７

1 建 設 改 良 費 １８４,６４９ △４,６９１ １７９,９５８

1 管 き ょ 建 設 費 ６４,６４９ △４,６９１ ５９,９５８
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
貸倒引当金の増減額（△は減少）
長期前受金戻入額
支払利息及び企業債取扱諸費
未収金の増減額（△は増加）
未払金の増減額（△は減少）
引当金の増減額（△は減少）
小計
支払利息及び企業債取扱諸費
業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出
国庫補助金等による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
他会計からの出資による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）
資金期首残高
資金期末残高

２　令和５年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（単位：千円）

△ 223,769
557,580

47
△ 255,770

55,767
33,938
11,291
△ 79

179,005
△ 55,767
123,238

△ 183,741
80,061

△ 103,680

175,000
△ 537,070

428,460
66,390

85,948
97,701
183,649
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１　総括

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

３　令和５年度五所川原市下水道事業会計給与費明細書

職　員　数 給　　　与　　　費
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1) (2,075) (613) (2,688) (403) (3,091)

5 9 86 34,540 18,812 53,438 15,109 68,547

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

5 10 86 38,740 21,018 59,844 17,171 77,015

(1) (2,075) (613) (2,688) (403) (3,091)

0 △ 1 0 △ 4,200 △ 2,206 △ 6,406 △ 2,062 △ 8,468

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
(316) (212) (85)

396 7,340 5,863 456 819 1,520 240 360 18 1,800

(0) (0) (0)

576 8,430 6,741 568 911 1,254 360 360 18 1,800

(316) (212) (85)

△ 180 △ 1,090 △ 878 △ 112 △ 92 266 △ 120 0 0 0

区 分
法定福利費 合　　計

補 正 後

補 正 前

比 ○ 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

補 正 後

補 正 前

比 ○ 較

手当の　　　　
内　訳
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ア　会計年度任用職員以外の職員

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

職　員　数 給　　　与　　　費
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1) (2,075) (613) (2,688) (403) (3,091)

9 34,540 18,812 53,352 15,109 68,461

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

10 38,740 21,018 59,758 17,171 76,929

(1) (2,075) (613) (2,688) (403) (3,091)

△ 1 △ 4,200 △ 2,206 △ 6,406 △ 2,062 △ 8,468

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
(316) (212) (85)

396 7,340 5,863 456 819 1,520 240 360 18 1,800

(0) (0) (0)

576 8,430 6,741 568 911 1,254 360 360 18 1,800

(316) (212) (85)

△ 180 △ 1,090 △ 878 △ 112 △ 92 266 △ 120 0 0 0

区 分
法定福利費 合　　計

補 正 後

補 正 前

比 ○ 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

補 正 後

補 正 前

比 ○ 較

手当の　　　　
内　訳
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扶養手当　　　　△１８０通勤手当　　　　△９２
期末手当　　△１，２９５住居手当　　　　２６６
勤勉手当　　△１，０７２児童手当　　　△１２０
寒冷地手当　　　△１１２

３　給料及び手当の状況
（１） 職員１人当たり給与

（２） 初　任　給

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額 (千円） 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ） 説 明 備 考

給与改定に伴う
増 加 分
昇 給 に 伴 う
増 加 分

給与改定に伴う
増 加 分

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

平 均 給 料 月 額(円） ３１６，８４４

平 均 給 与 月 額(円） ３４５，７２２

平 均 年 齢(歳） ４６歳 ４月

平 均 給 料 月 額(円） ３１９，１１０

平 均 給 与 月 額(円） ３５７，８００

平 均 年 齢(歳） ４３歳 ２月

一般会計の制度
行　政　職　(円）

高 校 卒 １６６，６００ １６６，６００

大 学 卒 １９６，２００ １９６，２００

給 料 △４，２００

２５１
給与改定による増
加分

給料　　　　　２５１

その他の増減分 △４,４５１
職員の異動等に伴
う減分

手 当 △２，２０６

３９９
給与改定による増
加分

期末手当　　　２０５
勤勉手当　　　１９４

その他の増減分 △２,６０５
職員の異動等に伴
う減分

令和５年１１月１日現在

令和４年１１月１日現在

区 分 行　政　職　(円）
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※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（級別の標準的な職務内容）

（３） 級 別 職 員 数
行 政 職

級 職員数（人） 構成比（％）
７　級
６　級
５　級 １ １１．１
４　級 ４ ４４．５
３　級 １ １１．１

(１) （１００．０）
３ ３３．３

１　級
(１) （１００．０）
９ １００．０

７　級
６　級
５　級 １ １０．０
４　級 ５ ５０．０
３　級 １ １０．０
２　級 ２ ２０．０
１　級 １ １０．０
計 １０ １００．０

区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級
行 政 職 部 長 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長 主 任 主 事

区 分

２　級

計

令和５年１１月１日現在

令和４年１１月１日現在
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（４） 昇　給

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

職 員 数(Ａ)(人) ９

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) ７

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ７

５号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ７７．８

職 員 数（Ａ）(人) １０

昇給に係る職員数（Ｂ）(人) ８

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ８

５号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ８０．０

補　　
１
１　
正　　
１
１
後

号給数別内訳

補　　
１
１　
正　　
１
１
前

号給数別内訳
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（５） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

※（　）内は、再任用職員の支給率

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
６月 (月分） １２月 (月分） (月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置
（１．１２５） （１．１７５） （２．３０）

２．１５ ２．２５ ４．４０
（１．１２５） （１．１２５） （２．２５）

２．１５ ２．１５ ４．３０
（１．１２５） （１．１７５） （２．３０）

２．１５ ２．２５ ４．４０

区 分 備 考

補正後 有

補正前 有

一般会計の制度 有
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１
（１）

イ
ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

（２）
イ

（３）
イ

２
（１）
（２）

（３）

４　令和５年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 195,103
建 物 1,473,403
減 価 償 却 累 計 額 △ 913,756 559,647
構 築 物 20,896,457
減 価 償 却 累 計 額 △ 8,640,965 12,255,492
機 械 及 び 装 置 3,197,696
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,008,248 1,189,448
車 両 運 搬 具 14,986
減 価 償 却 累 計 額 △ 14,237 749
工 具 器 具 及 び 備 品 7,360
減 価 償 却 累 計 額 △ 6,051 1,309
建 設 仮 勘 定 194,915

有 形 固 定 資 産 合 計 14,396,663
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556
投資その他の資産
そ の 他 投 資 40

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 40
固 定 資 産 合 計 14,399,259

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 183,649
未 収 金 42,954
貸 倒 引 当 金 △ 487 42,467

貯 蔵 品 1,816
流 動 資 産 合 計 227,932
資 産 合 計 14,627,191
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３
（１）

（１）
（２）
（３）

（１）

６
７
（１）

（２）

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 4,782,375
固 定 負 債 合 計 4,782,375

４ 流 動 負 債
企 業 債 494,029
未 払 金 47,395
引 当 金 5,122
流 動 負 債 合 計 546,546

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金 13,437,787
収 益 化 累 計 額 △ 7,902,739
繰 延 収 益 合 計 5,535,048
負 債 合 計 10,863,969

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 5,885,358
剰 余 金
資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,289
ロ 補 助 金 5,211
ハ 負 担 金 等 46,615
資 本 剰 余 金 合 計 58,115
利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,180,251
利 益 剰 余 金 合 計 △ 2,180,251
剰 余 金 合 計 △ 2,122,136
資 本 合 計 3,763,222
負 債 資 本 合 計 14,627,191
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注記
１　重要な会計方針
（１）資産の評価基準及び評価方法
　　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法によっている。
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　有形固定資産
　　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物 ８～５０年
　　　　　　構築物 １０～５０年
　　　　　　機械及び装置 １０～２０年
　　　　　　車両運搬具 ４～６年
　　　　　　工具、器具及び備品 ３～１０年
（３）引当金の計上方法
　　イ　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職給付引当
　　　金は計上していない。
　　ロ　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月か
　　　ら３月までの４か月分）を計上している。
　　ハ　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。
（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　セグメント情報の開示
（１）報告セグメントの概要
　　　五所川原市下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業及び浄化槽設置整
　　備事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとしている。なお、各報告セグメント
　　に属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容
公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
特定環境保全公共下水道事業 市街地以外における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
漁業集落排水事業 漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
浄化槽設置整備事業 下水道処理区域外における、し尿・生活雑排水等の処理のための浄化槽設置費に対する助成
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（２）報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月３１日）

営業収益
営業費用
営業損益
経常損益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目
他会計繰入金
減価償却費
特別利益
特別損失
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

３　リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　　　１年内　　　１２５，３３４円
　　　１年超　　　　　　　　　０円
　　　　計　　　　１２５，３３４円

４　その他の注記
（１）引当金の取崩し
　　　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金５，６３１千円を取り崩す予定である。
　　また、債権の不納欠損による損失に貸倒引当金４４０千円を取り崩す予定である。

（単位：千円）

343,875 5,328 14,480 7,019 0 370,702
724,238 47,506 68,580 40,614 40,935 921,873

△ 380,363 △ 42,178 △ 54,100 △ 33,595 △ 40,935 △ 551,171
△ 172,323 △ 17,578 △ 23,506 △ 10,252 0 △ 223,659
11,782,578 902,644 1,176,812 764,530 627 14,627,191
8,728,629 678,564 835,505 620,644 627 10,863,969

53,911 11,991 13,976 9,432 40,960 130,270
452,243 33,464 44,869 27,004 0 557,580

1 1 1 1 0 4
51 21 21 21 0 114

166,280 0 10,000 7,000 0 183,280

公共下水道
事業

特定環境保全
公共下水道

事業

農業集落排水
事業

漁業集落排水
事業

浄化槽設置
整備事業

合計
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